
平成 19年 2月期 個別中間財務諸表の概要 平成 18年 10月 12日

会   社   名       株式会社　　松坂屋 本社所在都道府県

(URL http://www.matsuzakaya.co.jp/) 愛知県

代 表 者   役     職    名 代表取締役 社長執行役員

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　茶 村　俊 一

問合せ先  責任者役職名 株式会社　松坂屋ホールディングス

執行役員　財務室長

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　林　俊 保 TEL (052) 264 - 7025

単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 18年 8月中間期の業績（平成 18年 3月 1日 ～ 平成 18年 8月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

売   上   高 経　常　利　益
％ ％

18年 8月中間期 △ 4.4 1.2
17年 8月中間期 △ 3.4 43.5
18年 2月期

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

  ( 当 期 ） 純 利 益

％ 円  銭

18年 8月中間期 14.7
17年 8月中間期 △ 23.2
18年 2月期

(注)①期中平均株式数    18年 8月中間期   169,842,144 株   17年 8月中間期   170,261,209 株   18年 2月期   170,234,425 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無（会計基準の改正等に伴うものは、８ページに記載しております。）

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態
１株当たり

純資産
百万円 円　　銭

18年 8月中間期 390.48
17年 8月中間期 360.69
18年 2月期 394.28
(注)①期末発行済株式数　18年 8月中間期 　   165,879,722 株　17年 8月中間期    　170,237,372 株　18年 2月期    　170,179,001 株

 　 ②期末自己株式数　　18年 8月中間期 　        16,108 株　17年 8月中間期        　621,532 株　18年 2月期        　679,903 株

２. 19年 2月期の業績予想（ 平成 18年 3月 1日  ～  平成 19年 2月 28日 ）
　

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ ％

通　　期 295,000 △1.7 7,200 11.2 6,900 4.5 7.3
(注)売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

百万円
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32.0
31.5

4,500

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益 当　期　純　利　益

  【ご参考】

自己資本比率純 　資　 産
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決算取締役会開催日    平成 18年 10月 12日

配当支払開始日　　      平成 18年 11月  7日

総    資    産

4,195
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営　業　利　益
％

11.5
19.3

百万円
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中 間 貸 借 対 照 表
（単位 百万円）

項 目
当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

（１８．８．３１） （１７．８．３１） （１８．２．２８）

（ 資 産 の 部 ） 2 0 2,6 1 3 1 9 5,0 9 2 2 0 2,9 1 5

流 動 資 産 4 4,2 6 4 4 8,1 3 8 4 8,6 2 1

現 金 及 び 預 金 8,1 8 7 1 1,0 8 0 9,5 0 2

受 取 手 形 1,3 2 7 2,1 1 9 2,1 7 5

売 掛 金 1 6,2 3 7 1 6,5 0 9 1 7,4 0 6

有 価 証 券 5 9 5 9 5 9

商 品 1 1,6 6 6 1 2,9 1 5 1 2,7 8 9

貯 蔵 品 9 5 1 0 4 9 7

前 渡 金 － 7 5 －

短 期 貸 付 金 7 2 6 4 3 0 5 9 6

繰 延 税 金 資 産 3,6 3 8 2,6 2 3 3,8 9 4

そ の 他 2,4 6 1 2,3 7 8 2,2 7 4

貸 倒 引 当 金 △ 1 3 7 △ 1 5 7 △ 1 7 4

固 定 資 産 1 5 8,3 4 8 1 4 6,9 5 3 1 5 4,2 9 3

有形固定資産 1 0 0,7 1 0 9 8,1 6 2 9 9,1 0 4

建 物 ・ 構 築 物 4 7,5 5 2 4 5,4 7 6 4 6,0 9 8

機 械 ・ 器 具 ・ 備 品 1,6 4 3 1,5 5 2 1,4 9 4

土 地 5 1,4 5 5 5 1,1 1 3 5 1,4 7 4

建 設 仮 勘 定 5 8 1 8 3 7

無形固定資産 9 6 4 1,0 9 0 1,0 2 5

借 地 権 5 2 4 5 2 4 5 2 4

ソ フ ト ウ ェ ア 3 6 2 4 8 5 4 2 3

電 話 加 入 権 6 7 6 7 6 7

そ の 他 9 1 2 1 0

投資その他の資産 5 6,6 7 3 4 7,7 0 1 5 4,1 6 4

投 資 有 価 証 券 3 4,5 3 4 2 4,8 5 1 3 2,8 6 9

子会社株式及び出資金 － 1,5 1 8 1,5 1 9

関 係 会 社 株 式 1,8 0 5 － －

長 期 貸 付 金 1 0,0 2 7 8,3 5 4 9,4 7 5

長 期 保 証 金 6,2 0 5 6,3 5 4 6,2 8 9

長 期 前 払 費 用 2 7 8 2 0 3 3 0 6

繰 延 税 金 資 産 － 2,8 2 3 －

そ の 他 4,4 8 2 4,2 3 4 4,3 4 1

貸 倒 引 当 金 △ 6 6 0 △ 6 3 8 △ 6 3 8

合 計 2 0 2,6 1 3 1 9 5,0 9 2 2 0 2,9 1 5
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（単位 百万円）

項 目
当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

（１８．８．３１） （１７．８．３１） （１８．２．２８）

（ 負 債 の 部 ） 1 3 7,7 6 7 1 3 3,6 8 8 1 3 5,7 8 1

流 動 負 債 7 3,0 9 0 7 7,5 1 4 7 1,1 9 6

支 払 手 形 2 0 9 4 6 0 2 4 9

買 掛 金 1 4,2 7 0 1 5,3 3 0 1 5,0 5 0

短 期 借 入 金 1 1,5 0 7 1 6,2 1 8 8,1 6 9

未 払 金 7,0 1 0 6,5 4 9 6,8 7 6

未 払 法 人 税 等 1 0 3 1 1 6 2 3 7

未 払 費 用 2,8 4 1 3,2 7 1 3,5 5 8

前 受 金 1,2 0 2 1,5 6 2 2,3 4 3

商 品 券 1 2,8 3 9 1 3,1 1 8 1 2,4 5 0

預 り 金 2 2,9 4 8 2 0,6 9 8 2 2,1 0 9

そ の 他 1 5 6 1 8 7 1 5 1

固 定 負 債 6 4,6 7 7 5 6,1 7 3 6 4,5 8 4

社 債 1 0,0 0 0 5,0 0 0 1 0,0 0 0

長 期 借 入 金 3 2,5 8 1 3 3,0 5 0 3 4,0 8 9

繰 延 税 金 負 債 4,9 5 0 － 3,8 3 4

退 職 給 付 引 当 金 1 2,0 7 2 1 1,3 5 8 1 0,8 2 9

役員退職慰労引当金 － 2 5 4 2 8 7

投 資 損 失 引 当 金 2 1 0 2 1 0 2 1 0

長 期 未 払 金 3,7 9 1 4,6 6 5 4,4 9 5

受 入 保 証 金 1,0 5 7 1,5 6 7 7 9 9

そ の 他 1 3 6 6 3 8
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（単位 百万円）

項 目
当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

（１８．８．３１） （１７．８．３１） （１８．２．２８）

（ 純 資 産 の 部 ） 6 4,8 4 5 － －

株 主 資 本 5 8,8 3 7 － －

資 本 金 9,7 6 5 － －

資 本 剰 余 金 9,3 5 8 － －

資 本 準 備 金 9,3 5 8 － －

利 益 剰 余 金 3 9,7 2 7 － －

利 益 準 備 金 2,4 4 1 － －

そ の 他 利 益 剰 余 金 3 7,2 8 5 － －

別 途 積 立 金 2 2,7 2 9 － －

土 地 圧 縮 積 立 金 1,6 6 7 － －

償却資産圧縮積立金 3,5 6 3 － －

繰 越 利 益 剰 余 金 9,3 2 5 － －

自 己 株 式 △ 1 3 － －

評価・換算差額等 5,9 3 6 － －

その他有価証券評価差額金 5,9 3 0 － －

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 6 － －

新株予約権 7 1 － －

（ 資 本 の 部 ） － 6 1,4 0 4 6 7,1 3 3

資 本 金 － 9,7 6 5 9,7 6 5

資本剰余金 － 9,5 9 8 9,5 9 9

資 本 準 備 金 － 9,3 5 8 9,3 5 8

そ の 他 資 本 剰 余 金 － 2 3 9 2 4 0

自己株式処分差益 － 2 3 9 2 4 0

利益剰余金 － 3 9,6 6 4 4 0,6 3 1

利 益 準 備 金 － 2,4 4 1 2,4 4 1

別 途 積 立 金 － 2 2,7 2 9 2 2,7 2 9

土 地 圧 縮 積 立 金 － 1,7 2 0 1,7 2 0

償却資産圧縮積立金 － 3,7 0 6 3,7 0 6

中間(当期)未処分利益 － 9,0 6 7 1 0,0 3 4

その他有価証券評価差額金 － 2,5 8 8 7,4 0 5

自 己 株 式 － △ 2 1 1 △ 2 6 7

合 計 2 0 2,6 1 3 1 9 5,0 9 2 2 0 2,9 1 5
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中 間 損 益 計 算 書
（単位 百万円）

項 目
当 中 間 期 前 年 中 間 期

増 減 率
前 期

(18.3.1～18.8.31) (17.3.1～17.8.31) (17.3.1～18.2.28)

％

売 上 高 1 3 9,9 9 8 1 4 6,5 1 2 △4.4 3 0 0,1 0 9

売 上 原 価 1 0 5,2 0 6 1 0 9,3 3 5 △3.8 2 2 5,1 4 6

売 上 総 利 益 3 4,7 9 1 3 7,1 7 6 △6.4 7 4,9 6 3

販売費及び一般管理費 3 1,9 2 3 3 4,6 0 5 △7.7 6 8,4 8 8

営 業 利 益 2,8 6 7 2,5 7 1 11.5 6,4 7 4

営 業 外 収 益 1,4 1 5 1,4 6 1 △3.2 2,5 8 8

受 取 利 息 ・ 配 当 金 5 3 7 3 8 2 40.4 5 3 7

そ の 他 8 7 7 1,0 7 8 △18.7 2,0 5 0

営 業 外 費 用 1,3 9 4 1,1 7 8 18.3 2,4 5 8

支 払 利 息 4 4 1 4 2 7 3.3 8 5 5

そ の 他 9 5 2 7 5 1 26.8 1,6 0 3

経 常 利 益 2,8 8 8 2,8 5 4 1.2 6,6 0 5

特 別 利 益 3,3 5 3 2,2 0 8 2 9 4 7

固 定 資 産 売 却 益 4 4 6 1,7 2 1 2 4 5 9

投 資 有 価 証 券 売 却 益 － 4 8 7 4 8 7

退 職 給 付 信 託 返 還 益 2,9 0 7 － －

特 別 損 失 8 2 3 5 9 3 1,4 0 2

固 定 資 産 処 分 損 8 0 0 5 3 2 1,1 7 1

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2 2 6 0 6 0

子 会 社 株 式 評 価 損 － － 1 7 0

税引前中間 (当期 )純利益 5,4 1 9 4,4 6 9 21.3 8,1 5 0

法人税、住民税及び事業税 2 3 2 3 0.0 4 6

法 人 税 等 調 整 額 2,3 7 6 1,8 1 3 31.1 3,9 0 7

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 3,0 1 9 2,6 3 2 14.7 4,1 9 5

前 期 繰 越 利 益 － 6,4 3 4 － 6,4 3 4

中 間 配 当 額 － － － 5 9 5

中 間 ( 当期 ) 未処分利益 － 9,0 6 7 － 1 0,0 3 4



6 71平成18年8月31日残高 △13 58,837 5,930

6 71当中間期中の変動額合計 254 △890 △1,475

6 71
株主資本以外の項目の
当中間期中の変動額(純額)

△1,475

償却資産圧縮積立金の取崩額 －

土地圧縮積立金の取崩額 －

自己株式の消却 3,462 －

自己株式の処分 19 33

自己株式の取得 △3,227 △3,227

中間純利益 3,019

役員賞与 △35

剰余金の配当 △680

当中間期中の変動額

－ －平成18年2月28日残高 △267 59,727 7,405

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権
自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

3,563 9,3252,441 22,729 1,667平成18年8月31日残高 9,765 9,358 －

△142 △709－ － △52当中間期中の変動額合計 － － △240

株主資本以外の項目の
当中間期中の変動額(純額)

△142 142償却資産圧縮積立金の取崩額

52△52土地圧縮積立金の取崩額

△3,207自己株式の消却 △255

自己株式の処分 14

自己株式の取得

3,019中間純利益

△35役員賞与

△680剰余金の配当

当中間期中の変動額

3,706 10,0342,441 22,729 1,720平成18年2月28日残高 9,765 9,358 240

別途積立金
土地

圧縮積立金
償却資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他資本
剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

（単位　百万円）
株主資本

当中間期（平成１８年３月１日～平成１８年８月３１日）

中間株主資本等変動計算書

- 6 -
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重 要な会計方針

１．有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準および評価方法

デリバティブ 時価法

３．たな卸資産の評価基準および評価方法

商 品 売価還元法による低価法

貯 蔵 品 先入先出法による原価法

４．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 建物（建物付属設備を除く） 定 額 法

その他の有形固定資産 定 率 法

無形固定資産 定 額 法（自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

５年により償却）

５．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認め

られる額を計上しております。

過去勤務債務は、発生時の平均残存勤務期間以内の一定年数（１３年）

による定額法により、費用処理しております。

数理計算上の差異は、発生時の平均残存勤務期間以内の一定年数

（１３年）による定額法により、それぞれ発生の翌期から費用処理し

ております。

役員退職慰労引当金 役員および執行役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額を計上しておりましたが、平成１８年５月２

５日の定時株主総会終結の時をもって、役員退職慰労金制度を廃止い

たしました。これに伴い、平成１８年５月２５日までの在任期間に対

する未払い分 249百万円については、「役員退職慰労引当金」を取り

くずし、固定負債の「長期未払金」に含めて表示しております。

投 資 損 失 引 当 金 関係会社にかかる投資損失に備えるため、各社の財政状態を勘案し、

所要額を計上しております。
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６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。

７．ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たす金利

スワップ取引については、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ取引

ヘッジ対象 借入金の支払金利

ヘ ッ ジ 方 針 リスク管理方針に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段およびヘッジ対象について、毎期末（中間期末を含む）に個別取引毎のヘッジ

効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債または予定取引に関す

る重要な条件が同一であり、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の判定を省

略しております。

８．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

会計方針の変更

１．役員賞与に関する会計基準

当中間期から、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成１７年１１月２９日）

を適用しております。これに伴う損益に与える影響はありません。

２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

当中間期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平

成１７年１２月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 平成１７年１２月９日）を適用しております。これに伴う損

益に与える影響はありません。なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は 64,767百万円

であります。

３．自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の一部改正

当中間期から、改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基

準第１号 平成１８年８月１１日）および「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２号 平成１８年８月１１日）を適用しております。

これに伴う損益に与える影響はありません。

４．ストック・オプション等に関する会計基準等

当中間期から、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成１７

年１２月２７日）および「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第１１号 平成１８年５月３１日）を適用しております。これに伴い、従来の

方法に比べ、営業利益、経常利益および税引前中間純利益は 71百万円減少しております。
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中間貸借対照表関係注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 87,319百万円

２．保証債務残高 538百万円

中間株主資本等変動計算書関係注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末 当中間期 当中間期 当中間期末

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

普通株式(千株）（注）１、２ 679 4,343 5,007 16

（注）１．自己株式増加の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加 110千株および取締

役会決議による取得 4,232千株であります。

２．自己株式減少の内訳は、単元未満株式の買増請求による減少 44千株および自己

株式の消却による減少 4,963千株であります。

重要な後発事象

株式移転による持株会社の設立

当社は、平成１８年９月１日付で株式移転により当社の完全親会社となる「株式会社松坂屋ホー

ルディングス」を設立し、当社は同社の完全子会社となりました。

名 称 株式会社 松坂屋ホールディングス

住 所 名古屋市中区栄三丁目16番１号

代表者の氏名 代表取締役社長 茶村 俊一

資 本 金 9,765百万円

事業の内容 百貨店業、スーパーマーケット業、不動産賃貸業等を営む企業グループ

の経営管理等

リース取引関係注記

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

有価証券関係注記

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。
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部 門 別 売 上 高

店 別 売 上 高

（単位 百万円）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

店 別 (18.3.1～18.8.31) (17.3.1～17.8.31) (17.3.1～18.2.28)

金 額 構成比 前 年 比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％ ％

名 古 屋 店 6 7,2 9 2 4 8.1 9 3.1 7 2,2 8 2 4 9.3 1 4 6,9 7 5 4 9.0
(103.5)

岡 崎 店 2,9 1 0 2.1 9 9.5 2,9 2 5 2.0 6,2 0 1 2.1

名 古 屋 駅 店 6,0 3 7 4.3 9 8.6 6,1 2 2 4.2 1 2,5 7 5 4.2

豊 田 店 4,7 9 0 3.4 1 0 1.8 4,7 0 4 3.2 9,7 8 7 3.3

高 槻 店 8,0 6 4 5.8 1 0 0.7 8,0 0 9 5.5 1 6,9 1 0 5.6

上 野 店 2 8,6 0 6 2 0.4 9 4.1 3 0,3 8 9 2 0.8 6 1,2 8 5 2 0.4
( 97.9)

銀 座 店 7,9 5 0 5.7 9 9.8 7,9 6 5 5.4 1 6,6 6 6 5.5
(100.3)

静 岡 店 1 4,3 4 7 1 0.2 1 0 1.7 1 4,1 1 3 9.6 2 9,7 0 7 9.9

合 計 1 3 9,9 9 8 1 0 0.0
9 5.6

1 4 6,5 1 2 1 0 0.0 3 0 0,1 0 9 1 0 0.0
(101.4)

（注）前年比の（ ）内は、前年の愛・地球博売店および建装部門の売上高を除いた数値であります。

商 品 別 売 上 高

（単位 百万円）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

区 分 (18.3.1～18.8.31) (17.3.1～17.8.31) (17.3.1～18.2.28)

金 額 構成比 前 年 比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％ ％

衣 料 品 5 4,9 9 4 3 9.3 9 8.7 5 5,7 1 4 3 8.0 1 1 7,4 5 1 3 9.1

身 の 回 り 品 1 4,1 9 5 1 0.1 1 0 0.7 1 4,0 9 9 9.6 2 9,4 0 5 9.8

家 庭 用 品 1 1,9 5 5 8.5 9 9.7 1 1,9 9 5 8.2 2 3,2 4 8 7.8
(114.1)

食 料 品 2 9,7 3 5 2 1.3 9 9.6 2 9,8 4 6 2 0.4 6 4,1 0 9 2 1.4

雑 貨 2 3,7 3 2 1 7.0 1 0 6.6 2 2,2 5 7 1 5.2 4 6,3 0 9 1 5.4

食 堂 ・ 喫 茶 3,2 3 7 2.3 9 2.9 3,4 8 6 2.4 6,7 0 4 2.2

サービス・その他 2,1 4 8 1.5 2 3.6 9,1 1 2 6.2 1 2,8 8 0 4.3
(99.7)

合 計 1 3 9,9 9 8 1 0 0.0
9 5.6

1 4 6,5 1 2 1 0 0.0 3 0 0,1 0 9 1 0 0.0
(101.4)

（注）前年比の（ ）内は、前年の愛・地球博売店および建装部門の売上高を除いた数値であります。




